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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第61期

第３四半期連結
累計期間

第62期
第３四半期連結
累計期間

第61期

会計期間

自平成27年
　１月１日
至平成27年
　９月30日

自平成28年
　１月１日
至平成28年
　９月30日

自平成27年
　１月１日
至平成27年
　12月31日

売上高 （百万円） 65,698 61,401 86,236

経常利益 （百万円） 3,025 3,870 3,309

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（百万円） 1,834 2,360 2,032

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 1,369 △1,993 1,442

純資産額 （百万円） 18,703 16,215 18,669

総資産額 （百万円） 67,860 59,271 67,876

１株当たり四半期（当期）純利

益金額
（円） 79.03 101.69 87.55

潜在株式調整後１株当たり四半

期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 25.7 25.1 25.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 4,843 5,509 5,515

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △3,289 △2,944 △4,366

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △1,574 △2,366 △1,054

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 3,447 3,068 3,538

 

回次
第61期

第３四半期連結
会計期間

第62期
第３四半期連結
会計期間

会計期間

自平成27年
　７月１日
至平成27年
　９月30日

自平成28年
　７月１日
至平成28年
　９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 32.94 33.58

(注)１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累計期

間より、従来の「四半期（当期）純利益」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益」としております。

４．１株当たり四半期（当期）純利益は、親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益を用いて算出しております。

５．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しな

いため記載しておりません。

６．四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、

重要な変更はありません。また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に

記載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。
 

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等

を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としております。

 

(1）業績の状況

　当第３四半期連結累計期間における世界経済を見ますと、米国経済は消費の拡大や住宅市場の回復等緩やかな

回復基調にあり、個人消費が改善基調を維持しているユーロ圏景気は緩やかに拡大していました。しかしなが

ら、英国の欧州連合（ＥＵ）離脱決定や中国景気の足踏みなど不透明感が漂い、回復感に欠ける展開となりまし

た。

　電子部品業界は、家電製品関連ではスマートフォンの新製品向けに、また産業機器向けでは人件費の上昇や製

造業での人手不足を背景にした中国の自動化設備関連や半導体関連向け等に動きが見られたものの、総じて冴え

ない展開が続きました。一方、自動車向けは、米国、欧州で新車販売が堅調、中国も小型車を対象とした減税に

よって需要が持ち直す中、安全性確保、利便性向上、環境対応等から自動車の電装化が加速しており、電子部品

の需要が拡大しました。

　当社グループの当第３四半期連結累計期間は、現地通貨ベースの売上高は概ね堅調に推移したものの、対米ド

ル平均為替レート（１ドル当たり110円39銭）、対ユーロ平均為替レート（１ユーロ当たり122円45銭）がそれぞ

れ前年同期比約９％、約10％の円高となった影響が大きく、売上高は前年同期比6.5％減の61,401百万円となり

ました。中国の最低賃金引上げの凍結、銅等原材料価格の低減等から営業利益は前年同期比22.6％増の4,551百

万円となりました。為替市場の急激な変動により為替差損が発生したものの、経常利益は前年同期比27.9％増の

3,870百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益は同28.7％増の2,360百万円となりました。

 

（報告セグメントの状況）

当第３四半期連結累計期間における報告セグメントの状況は次のとおりであります。

(アジア・パシフィック事業)

　アジア・パシフィック事業では、北米等で車載関連の需要が好調に推移したものの、スマートフォン向け製

品が伸び悩んだことに加え、円高/米ドル安が進んだこと等から当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同

期比11.4％減の35,746百万円となりました。セグメント利益は同21.2％増の4,053百万円となりました。

(ＥＵ事業)

　ＥＵ事業では、好調な新車販売に加え、車載の電装化が加速していること等から、円高/ユーロ安であった

ものの、当第３四半期連結累計期間の売上高は前年同期比1.2％増の25,655百万円となりました。セグメント

利益は同16.2％増の2,098百万円となりました。

 

(財政状態の状況)

（資産）

　当第３四半期連結会計期間末における資産は59,271百万円となりました。前連結会計年度末に比べ円高/

ユーロ安となったこともあり、流動資産は受取手形及び売掛金、仕掛品、商品及び製品等が減少したことに

より5,310百万円減少、固定資産も土地、リース資産等が減少したことにより3,289百万円減少しました。こ

れにより、当第３四半期連結会計期間末における総資産は前連結会計年度末比8,604百万円減少しておりま

す。

（負債）

　当第３四半期連結会計期間末における負債は43,056百万円となりました。借入金、社債が償還により減少

したこと等から、前連結会計年度末比6,150百万円減少しております。

（純資産）

　当第３四半期連結会計期間末の純資産は16,215百万円となりました。親会社株主に帰属する四半期純利益

2,360百万円を計上したものの、前連結会計年度末に比べ円高/ユーロ安となったため、為替換算調整勘定の

純資産の部からの控除額が前連結会計年度末比4,290百万円増加したこと等により2,453百万円減少しており

ます。なお、自己資本比率は前連結会計年度末の25.5％から25.1％となりました。
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(キャッシュ・フローの状況)

 当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は前連結会計年度末比

470百万円減少し、3,068百万円となりました。

　当第３四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

 営業活動の結果得られた資金は5,509百万円（前第３四半期連結累計期間は4,843百万円の収入）となりま

した。

　売上債権の増加による1,283百万円等による減少要因があったものの、税金等調整前四半期純利益3,879百

万円、減価償却費による1,991百万円等による増加要因があったことによるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

 投資活動の結果支出した資金は2,944百万円（前第３四半期連結累計期間は3,289百万円の支出）となりま

した。

　有形固定資産の取得による2,883百万円等の支出があったことによるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

 財務活動の結果支出した資金は2,366百万円（前第３四半期連結累計期間は1,574百万円の支出）となりま

した。

　有利子負債が1,771百万円純減したこと、配当金の支払額が533百万円等があったことによるものです。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(3）研究開発活動

　当第３四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発費の総額は953百万円であります。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 70,000,000

計 70,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（平成28年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年11月11日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 23,944,317 23,944,317
東京証券取引所

（市場第一部）

権利内容に何ら
限定のない当社
株式における標
準となる株式で
あり、単元株式
数は100株であ
ります。

計 23,944,317 23,944,317 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
 総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
 増減額
（百万円）

資本準備金
 残高
（百万円）

平成28年７月１

日～　平成28年９月

30日

－ 23,944 － 8,143 － 7,956

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成28年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    733,500 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 23,157,000 231,570 －

単元未満株式 普通株式     53,817 －
１単元（100株）未満の

株式

発行済株式総数 23,944,317 － －

総株主の議決権 － 231,570 －

　 （注）上記「単元未満株式」の欄の普通株式には、自己株式21株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成28年９月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

スミダコーポレーション

株式会社

東京都中央区晴海一丁目８

番10号　晴海アイランドト

リトンスクエア　オフィス

タワーX棟14階

733,500 － 733,500 3.06

計 － 733,500 － 733,500 3.06

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、四半期連結財務諸表規則第５条の２第３項により、四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成してお

ります。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成28年７月１日から

平成28年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年９月30日まで）に係る四

半期連結財務諸表について有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,569 3,096

受取手形及び売掛金 16,998 15,899

商品及び製品 7,776 5,475

仕掛品 1,632 1,439

原材料及び貯蔵品 4,853 4,278

未収還付法人税等 98 83

その他 3,220 2,540

貸倒引当金 △172 △145

流動資産合計 37,978 32,667

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 13,128 12,178

機械装置及び運搬具 41,244 36,506

工具、器具及び備品 4,946 4,510

土地 1,368 1,299

リース資産 1,275 1,108

建設仮勘定 2,201 1,714

減価償却累計額 △41,488 △36,791

有形固定資産合計 22,676 20,526

無形固定資産   

のれん 1,966 1,479

その他 945 1,003

無形固定資産合計 2,912 2,482

投資その他の資産 4,289 3,578

固定資産合計 29,877 26,588

繰延資産 20 15

資産合計 67,876 59,271

 

EDINET提出書類

スミダコーポレーション株式会社(E01971)

四半期報告書

 8/20



 

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成28年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 7,042 6,649

短期借入金 6,445 4,067

1年内償還予定の社債 420 420

1年内返済予定の長期借入金 6,104 5,190

未払法人税等 695 324

その他 4,905 4,218

流動負債合計 25,614 20,870

固定負債   

社債 480 60

長期借入金 19,720 18,848

退職給付に係る負債 1,413 1,217

その他 1,979 2,060

固定負債合計 23,593 22,186

負債合計 49,207 43,056

純資産の部   

株主資本   

資本金 8,143 8,143

資本剰余金 7,956 7,956

利益剰余金 7,287 9,113

自己株式 △1,525 △1,525

株主資本合計 21,862 23,688

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 68 50

繰延ヘッジ損益 △6 △6

為替換算調整勘定 △4,561 △8,852

退職給付に係る調整累計額 △25 △21

その他の包括利益累計額合計 △4,525 △8,829

新株予約権 73 147

非支配株主持分 1,258 1,208

純資産合計 18,669 16,215

負債純資産合計 67,876 59,271
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

売上高 65,698 61,401

売上原価 53,951 49,107

売上総利益 11,747 12,294

販売費及び一般管理費   

運賃及び荷造費 835 710

従業員給料及び手当 2,930 2,880

減価償却費 246 208

研究開発費 864 953

その他 3,157 2,990

販売費及び一般管理費合計 8,035 7,743

営業利益 3,712 4,551

営業外収益   

受取利息 9 11

受取配当金 1 1

デリバティブ評価益 7 －

その他 45 5

営業外収益合計 64 17

営業外費用   

支払利息 413 350

為替差損 165 188

デリバティブ評価損 － 9

その他 173 150

営業外費用合計 752 698

経常利益 3,025 3,870

特別利益   

固定資産売却益 29 33

補助金収入 ※１ 52 －

特別利益合計 82 33

特別損失   

固定資産除売却損 6 24

災害による損失 ※２ 122 －

投資有価証券売却損 ※３ 125 －

その他 33 －

特別損失合計 287 24

税金等調整前四半期純利益 2,820 3,879

法人税等 860 1,363

四半期純利益 1,960 2,515

非支配株主に帰属する四半期純利益 125 155

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,834 2,360
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

四半期純利益 1,960 2,515

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △3 △17

繰延ヘッジ損益 － △0

為替換算調整勘定 △671 △4,495

退職給付に係る調整額 85 4

その他の包括利益合計 △590 △4,509

四半期包括利益 1,369 △1,993

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 1,243 △1,943

非支配株主に係る四半期包括利益 126 △49
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
　至　平成27年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　平成28年１月１日
　至　平成28年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 2,820 3,879

減価償却費 2,824 1,991

のれん償却額 283 260

受取利息及び受取配当金 △11 △12

支払利息 413 350

投資有価証券売却損益（△は益） 125 △0

デリバティブ評価損益（△は益） △7 9

売上債権の増減額（△は増加） △573 △1,283

たな卸資産の増減額（△は増加） △540 1,186

仕入債務の増減額（△は減少） △771 680

その他 1,287 78

小計 5,849 7,142

利息及び配当金の受取額 11 12

利息の支払額 △433 △342

法人税等の支払額 △584 △1,302

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,843 5,509

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △3,247 △2,883

有形固定資産の売却による収入 79 74

投資有価証券の売却による収入 100 2

関係会社株式の取得による支出 △101 －

その他 △120 △137

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,289 △2,944

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 3,782 △2,050

長期借入れによる収入 5,091 4,042

長期借入金の返済による支出 △5,506 △3,344

社債の償還による支出 △4,520 △420

配当金の支払額 △347 △533

その他 △73 △61

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,574 △2,366

現金及び現金同等物に係る換算差額 △245 △669

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △266 △470

現金及び現金同等物の期首残高 3,713 3,538

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 3,447 ※ 3,068
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

（1）連結の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（2）持分法適用の範囲の重要な変更

該当事項はありません。

 

（会計方針等の変更）

会計方針の変更

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基

準」という。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業

分離等会計基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対

する当社の持分変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度

の費用として計上する方法に変更しております。

　また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な会計処理の確定による

取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表に反映させる方法

に変更しております。

　加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持分への表示の変更を行っており
ます。当該表示の変更を反映させるため、前第３四半期連結累計期間及び前連結会計年度については、四半期

連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　当第３四半期連結累計期間の四半期連結キャッシュ・フロー計算書においては、連結範囲の変動を伴わない

子会社株式の取得に係るキャッシュ・フローについては、「財務活動によるキャッシュ・フロー」の区分に記

載しております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び

事業分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時

点から将来にわたって適用しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用)

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務

対応報告第32号 平成28年６月17日）を第２四半期連結会計期間から適用し、平成28年４月１日以後に取得し

た建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、当第３四半期連結累計期間において、四半期連結財務諸表に与える影響は軽微であります。

 

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

（有形固定資産の減価償却方法の変更）

　一部の在外子会社では、従来、有形固定資産の減価償却の方法について定率法を採用しておりましたが、第

１四半期連結会計期間より定額法に変更しております。

　当社グループでは、製品収益サイクルが比較的長い製品への設備投資とアジア・パシフィック地域における

生産体制の再編を進めており、大型の設備投資案件が当連結会計年度に本格稼働することを契機に減価償却方

法の見直しを行いました。

　主要な生産拠点における生産設備の使用実態を検討した結果として、長期的に安定した稼働が継続する傾向

が高まっており、今後も安定的な稼働が見込まれております。

　従って、使用可能期間にわたり平均的に費用配分する定額法の採用が、上記在外子会社の有形固定資産の経

済的利用実態をより適切に反映することができると判断いたしました。

　この変更により、従来の方法によった場合と比べ、当第３四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税

金等調整前四半期純利益が506百万円増加しております。

　なお、セグメントに与える影響については、セグメント情報等に記載しております。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

税金費用の計算

　税金費用については、当第３四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。
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（四半期連結損益計算書関係）

※１．補助金収入

前第３四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日）

　補助金収入は、ドイツの洪水被害に係るバイエルン州政府からの補助金であります。

 

※２．災害による損失

前第３四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日）

　災害による損失は、ドイツの洪水に伴うものであり、主に操業休止期間中の固定費であります。

 

※３．投資有価証券売却損

前第３四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日）

　資産効率の向上および財務体質の改善を図るため、投資有価証券の一部を売却したことによるものであ

ります。

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次の

とおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自 平成27年１月１日
至 平成27年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自 平成28年１月１日
至 平成28年９月30日）

現金及び預金勘定 3,481百万円 3,096百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △33 △28

現金及び現金同等物 3,447 3,068
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年２月10日

取締役会
普通株式 116 5.00 平成26年12月31日 平成27年３月３日 利益剰余金

平成27年４月28日

取締役会
普通株式 116 5.00 平成27年３月31日 平成27年５月28日 利益剰余金

平成27年７月30日

取締役会
普通株式 116 5.00 平成27年６月30日 平成27年８月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年10月27日

取締役会
普通株式 116 5.00 平成27年9月30日 平成27年11月30日 利益剰余金

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年２月12日

取締役会
普通株式 255 11.00 平成27年12月31日 平成28年３月３日 利益剰余金

平成28年４月27日

取締役会
普通株式 139 6.00 平成28年３月31日 平成28年５月31日 利益剰余金

平成28年７月28日

取締役会
普通株式 139 6.00 平成28年６月30日 平成28年８月26日 利益剰余金

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間

末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年10月28日

取締役会
普通株式 139 6.00 平成28年９月30日 平成28年11月30日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　平成27年１月１日　至　平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

アジア・

パシフィック事業
ＥＵ事業

売上高    

外部顧客への売上高 40,350 25,348 65,698

セグメント間の内部売上高

又は振替高
2,898 1,270 4,169

計 43,249 26,618 69,868

セグメント利益 3,343 1,806 5,149

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 5,149

全社費用（注） △1,437

四半期連結損益計算書の営業利益 3,712

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

注記すべき事項はありません。

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　平成28年１月１日　至　平成28年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

   （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
 

アジア・

パシフィック事業
ＥＵ事業

売上高    

外部顧客への売上高 35,746 25,655 61,401

セグメント間の内部売上高

又は振替高
3,048 1,174 4,223

計 38,794 26,830 65,624

セグメント利益 4,053 2,098 6,152

 

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

（単位：百万円）
 

利益 金額

報告セグメント計 6,152

全社費用（注） △1,600

四半期連結損益計算書の営業利益 4,551

（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。
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３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

注記すべき事項はありません。

 

４．報告セグメントの変更等に関する事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更

　「会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更」に記載のとおり、一部の在外子会

社では、従来、有形固定資産の減価償却の方法について定率法を採用しておりましたが、第１四半期連

結会計期間より定額法に変更しております。

　この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べ、当第３四半期連結累計期間のセグメント利益が

「アジア・パシフィック事業」で506百万円増加しております。

 

 

（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　平成27年１月１日
至　平成27年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　平成28年１月１日
至　平成28年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 79円03銭 101円69銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金

額

（百万円）

1,834 2,360

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
1,834 2,360

普通株式の期中平均株式数（千株） 23,211 23,210

（注）１．第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９

月13日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」としておりま

す。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在

しないため記載しておりません。

 

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

１．平成28年７月28日開催の取締役会において、平成28年12月期第２四半期配当について、次のとおり決議いた

しました。

(イ）剰余金の配当の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・139百万円

(ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６円00銭

 

２．平成28年10月28日開催の取締役会において、平成28年12月期第３四半期配当について、次のとおり決議いた

しました。

(イ）剰余金の配当の総額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・139百万円

(ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・６円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・・・・・・・・平成28年11月30日

（注）平成28年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年11月11日

 

スミダコーポレーション株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 文倉　辰永　　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
 公認会計士 齋藤　慶典　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているスミダコーポ

レーション株式会社の平成28年１月１日から平成28年12月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成28年

７月１日から平成28年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成28年１月１日から平成28年９月30日まで）に係

る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期

連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表

を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠

して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、スミダコーポレーション株式会社及び連結子会社の平成28年９月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正

に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

 

強調事項

会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更に記載されているとおり、一部の在外子会社では、従

来、有形固定資産の減価償却方法について定率法を採用していたが、第１四半期連結会計期間より定額法に変更してい

る。

当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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